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1. 必須業務化の基本的な考え方



必須業務化の基本的な考え方

• ＮＨＫは、次期経営計画（2024−2026）において、自らの究極の使命を「放送が健全な民主主
義の発達に資する」（放送法第１条）こととし、その使命・役割を果たすため、『情報空間の参照点』
を提供し、『信頼できる多元性確保』へ貢献していく考えを明記

• ＮＨＫが、この使命・役割を、インターネット空間においても実現するためには、取材体制をしっか
り持った主体（新聞・民放）との「信頼できる多元性確保」への貢献＝高い水準の多元性が前提
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必須業務化の基本的な考え方

• 必須業務化に伴って、NHKに求められること

➀ 視聴者・国民において、 放送経由でも、ネット経由でも、同等の、変わらない、

同一の価値、同一の受益をもたらすこと

② ネットでのみ受信している場合にも、テレビで受信している場合と相応の費用負担を

お願いすること

• ネットオリジナルのコンテンツを作ることにはならない

• 放送と同一の受益、を果たすために、ネットの特性にあわせたコンテンツを提供していく

• 受信料の公平負担のあり方に鑑みて、不公平が生じないような形でコンテンツを提供する

～ 「災害報道」「学び・教育」を例に説明 ～
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2. コンテンツの具体例



災害報道

⚫ 視聴者・国民に、あまねく、命と暮らしを守る正確な情報を届ける
⚫ 放送法108条に加え、報道機関で唯一、国の指定公共機関に指定*され、かつ各種警報の法定伝達義務**を負う

NHKの使命・役割

＊災害対策基本法第2条第1項第5号 ＊＊気象業務法第15条第6項など

正確な取材情報を元に、有事～平時を通じて発信し続ける

⚫ 切迫～発災 警報と避難情報の即時伝達、避難スイッチを入れる映像と「強い」呼びかけ

⚫ 発災直後 被害の実態をリアルタイムで正確に伝え、救援を呼び込む

⚫ 避難生活 被災者の暮らしを支え、「災害関連死」を抑止する、きめ細かい情報伝達

⚫ 復旧・復興 被災地によりそい、課題を掘り起こし、息の長い支援につなげる放送

⚫ 教訓の継承 記憶の風化を防ぎ、改めて備えを促す特集を平時から
全国展開で、他地域の人々にも「学び」と行動変容の「きっかけ」を提供

放
送
に
お
け
る
対
応

地域向け放送発災

※地上波が見られない地域が
あるため臨時対応（BS103）

デマの否定ライフライン放送

令和６年能登半島地震では・・・
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令和6年能登半島地震 「災害情報マップ」を例に

ラ
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◆ ネットでも、放送で果たしてきた使命・役割を同様に果たし、視聴者・国民に放送と同一の受益をもたらすことを目指す

◆ そのために、放送番組をそのままネットで提供することに加えて、ネットの特性にあわせて提供していく

◆ 「災害情報マップ」は現在の理解増進情報の範囲で、放送と同一の取材に基づく情報を地図上にまとめ提供

放送と同じ情報内容をネットの特性にあわせて提供

放送 ネット

放送における提供（課題）

・視聴を逃すと、必要な情報を取得できない

・放送時間に合わせてしか情報が得られない

・あとからの再確認ができない

災害情報マップにおけるネットの特性活かした
情報の提供

・時間に限定されず必要な情報を取得できる

・多くの情報の中から必要な情報を選択できる

・いつでも必要な情報を再確認できる
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放送

被災者からの投稿
による被害状況の
映像・画像

ヘリ空撮、衛星画像に
よる面的な被害状況

NHK記者取材原稿に
よる被害の情報の提供

令和6年能登半島地震 「災害情報マップ」を例に

◆ 放送と同一の取材に基づく情報

◆ 本来放送で伝える目的で取材し、放送の特性による制約で伝えられなかった情報を、ネットの特性にあわせて提供

放送と同一の取材で、放送の制約により伝えられなかった災害情報をネットの特性にあわせて提供

ネット

取
材
情
報

いずれも競争評価にかける想定

放送における課題

・放送時間による制約

（取材した必要な情報の

すべてを伝えられない）

・後から確認ができない

災害情報マップにおける提供

・必要な情報を伝えられる

・多くの情報の中から

必要な情報を選択できる

・必要な情報を再確認できる

・時系列や地図による表示で

文脈や全体像を把握できる
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学び・教育の例

NHK「2024年度(令和6年度) 国内放送番組編集の基本計画」より放送法 第106条第２項
基幹放送事業者は、国内基幹放送等の教育番組の編集及び放送に当たつては、その放送の対象とする者が明確で、内容が
その者に有益適切であり、組織的かつ継続的であるようにするとともに、その放送の計画及び内容をあらかじめ公衆が知る
ことができるようにしなければならない。この場合において、当該番組が学校向けのものであるときは、その内容が学校教
育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠するようにしなければならない。

⚫ 幅広い世代に向け、豊かで良質な番組・コンテンツを届け、広く学習の機会を提供する
⚫ とくに、学校教育については、Eテレ（教育放送）で、義務教育を中心に、子どもの学びを支援
⚫ 学校向け教育番組は、「学校教育に関する法令の定める教育課程の基準に準拠」するようにしなければならない＊

＊放送法第106条第2項

Eテレを中心に、多様な教育番組を放送

⚫ Eテレは、教育番組の編成比率75％以上

⚫ 学校向け教育番組は、学習指導要領をもとに制作

教員・専門家らで構成する会議での審議・助言の過程を経て制作

⚫ 多くの教育番組は時間帯を変えるなどしてくり返し放送し、生活時間帯や
学校教育の計画によらず学習機会を得られるように編成

⚫ 家庭教育、社会教育の領域においても、多様な教育番組を放送

放
送
に
お
け
る
対
応

NHKの使命・役割

10



学校教育 「NHK for School」

◆ ネットでも、放送で果たしてきた使命・役割を同様に果たし、視聴者・国民に放送と同一の受益をもたらすことを目指す

◆ その際、放送番組をそのままネットで流すだけでなく、ネットの特性を活かした態様でも提供していく

◆ 「NHK for School」では、子どもたちが、必要なときに必要なことを学べるよう、通年で、学校教育番組や学習のエッセン
スを簡潔にまとめたクリップ（動画等）を提供

放送 ネット

放送による提供（課題）

・放送スケジュールに学習の機会が限定される

・放送番組の単位に応じた学習が基本 等

ネットの特性活かした提供（例：NHK for School）

・コンテンツは長期間配信 環境や学習の進捗にあわせて

学ぶことができる（機会の均等、個人にあわせた学び）

・学習内容の全体像や進捗について容易に把握できる

・学習指導要領に沿って、自身の興味・関心に応じて学ぶ

ことができる

・特性をいかした教材としての利用（通信制高校）

放送番組・クリップ（動画）

学習指導要領や教科書別に検索できるUI

高校講座

放送と同じ内容の情報をネットの特性にあわせて提供
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学校教育 「NHK for School」

◆ 災害時、感染症拡大等、学校教育の非常時などにテーマ別に既存のコンテンツをまとめて提供

◆ 効果的な活用のための授業案、利用ガイドなどの補助教材・資料の提供

既存コンテンツの再編集と授業への活用支援

放送 ネット

「番組&web利用ガイド」をwebでも掲載

地震・災害についての理解を深めるサイト

「番組&web利用ガイド（冊子）」を
各学校に配付

被災した子どもたちのための学習支援サイト

放送による提供（課題）

・放送スケジュールに

学習の機会が限定される

・放送番組の単位に応じた学習

NHK for Schoolにおける

ネットの特性をいかした提供

・コンテンツをまとめて提供し理
解の促進や学習の継続を支援

・授業への活用支援

「学び・教育」は現在のサービス内容を整理・純化した上で競争評価にかける想定
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競争評価の考え方

• これらのコンテンツは、放送番組そのものに加え、テキ
スト情報等が含まれるため、競争評価にかけることが
必要

• 現在検討中だが、NHKインターネット活用業務審査・評
価委員会での経験を参考にすれば、事業者間の市場影
響を、サービス利用数等の客観的指標で観測するとと
もに、利用者への影響（そのサービスで企図した公共性
（公共的価値）がきちんと届いたか）を、量的・質的指標
で観測し、公共性（公共的価値）と市場影響を“総合衡
量”する手法が考え得る

• この視点にたてば、企図した公共性が届いたかを観測
できる単位で、競争評価にかけることが考えられる

• 適切な競争評価を行い、

➢ 取材体制をしっかり持った主体（新聞・民放）との
「信頼できる多元性確保」への貢献＝高い水準の
多元性

➢ 様々な主体から、視聴者が多元的に情報を受け
取ることができる環境を整える

NHK
民間
事業者 広告主

インターネットサービス事業者
（放送局・新聞社等含む）

事
業
者
間
の
影
響

利用者への影響

①

②

広告枠

広告料

質の競争

放送法15条

サービスの
提供

サービス（広告
含む）の閲覧

✓ 取材体制をしっかり持った主体（新聞・民
放）との「信頼できる多元性確保」への貢
献＝高い水準の多元性

✓ 様々な主体から、視聴者が多元的に情報
を受け取ることができる環境を整える

公共性（公共的価値）と市場影響の“総合衡量”
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報道サイト（仮）

• ニュース提供についても、放送で果たしてきた使命（公平・公正、信頼できる、正確な情報を届ける）を
ネットでも果たし、放送と同一の受益をもたらすことが基本

• 具体的には、公共放送WGで紹介してきた「報道サイト（仮）」の詳細を、検討中

• 地域においても、放送と同様の効用、同一の価値、同一の受益を届ける方針

• いずれの地域についても公平に、地域放送番組で発信したローカルニュースを継続的・安定的に提供

• 取材体制をしっかり持った地域メディアと切磋琢磨し、高い水準の多元性を確保
地域に住む方々が、多元的に情報を継続的に受け取ることができる環境を整えることを目指す
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3. 多元性の確保と負担のあり方について



「信頼できる多元性確保」への貢献

• 必須業務化によって目指したいのは、
取材体制をしっかり持った主体（新聞・民放）との「信頼できる多元性確保」への貢献
＝高い水準の多元性

• 「信頼できる多元性確保」への貢献については、次期経営計画（2024−2026）で二大目標
の１つに掲げ、他のメディアとも連携しながら情報空間の健全性確保に貢献することを明記

➢オリジネーター・プロファイル（OP）技術研究組合への参加などもその１つ

• 「公共放送WG取りまとめ」の下記主張についても賛同するところ

「民間放送事業者や新聞社・通信社等のほか、NHKを含めた様々な主体から、
視聴者が多元的に情報を受け取ることができる環境を整えることが望ましい」

• 「信頼できる多元性の確保」も「情報空間の健全性確保」も、決して、NHKが単独で
果たせる目標ではなく、民間放送事業者や新聞社含めたエコシステム（ビジネスモデル）が
持続可能なように様々な配意を行うのは、NHK自らの目的達成の観点からも当然
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負担のあり方と公正競争

• 必須業務として実施する以上、インターネットでの提供についても、受信契約の対象として相
応の費用負担（受信料）をお願いすることに

➢ 今回紹介した「報道サイト（仮称）」等も対象

• その際は、テレビを設置し、NHKの放送を受信できる環境にある方に契約をお願いする従来
の受信料制度との整合が重要※。料金を支払うことで初めて利用できるかたち（いわゆるペイ
ウォール）とは異なる方法で実施する想定

• 一方で、インターネットを通じて視聴者が継続的・安定的に放送番組を視聴できるという必須
業務化の趣旨と受信料の公平負担のあり方に鑑みても、フリーライド抑止の方法については検
討していく
➢ 例えば、受信契約の確認や現状のCASメッセージ同様の表示などを検討中
➢ なお、国民の生命・安全に関わる伝達の緊急度の高い重要な情報については適切に配慮

• 負担のあり方をめぐる考えと照らしあわせても、収支を勘案してインターネットによる事業に
取り組む民間放送事業者や新聞社と大きく異なる前提でサービスを提供するものではない、
というのが基本姿勢
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※「公共放送WG取りまとめ」のとおり、スマートフォン・PC等の通信端末を取得・保有しただけでは、テレビを設置した方と同等と評価することは適切でなく、視聴する意思が外形的に
明らかになるような何らかの積極的な行為が費用負担の要件であると考えている






